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石油系溶剤を
含まないインキを
使用しています。

東　 京 　都
宅地建物取引業免許申請の手引

新規・更新・変更届等

◆申請に当たっての注意事項

■　この手引は、宅地建物取引業免許申請や変更届等の宅地建物取引業法に基づく手続に係る基準や申請・届出
時に必要な書類等についてまとめたものですので、免許申請書類等の作成は、この説明書をよくお読みの上行っ
てください。電話によるお問合せは、この説明書をよく読んで、なお分からない場合に限るようお願いします。
　　また、副本は免許申請書に記載した事項に変更のあった場合、変更届等を提出する際の参考となりますので、
免許を受けた後も大切に保管しておいてください。

■　受付時に申請内容等について色々お聞きしますので、免許申請書類等の提出は、内容を十分説明できる方が
行ってください。なお、この申請書類を提出できる方は、個人申請の場合は申請者本人、法人申請の場合は役員、
従業者等又は申請者から委任を受けた行政書士（その補助者を含む。）等の方です。

■　申請書類に記入漏れや添付書類の不足があった場合、提出書類を受け付けできないことがあります。

■　一度受け付けした申請を取り下げる場合でも、原則として手数料は返却できません。

■　提出書類や添付書類に虚偽や不正があった場合には、法律により処罰される場合がありますので注意してく
ださい。

■　免許更新の申請は、免許の有効期間満了の日の90日前から30日前までの間に手続をしなければなりません
　　（10ページ等参照）。

■　変更届出事項がある場合は、変更が生じた日から30日以内に変更届出書を提出しなけれ
ばなりません（39ページ等参照）。

■　「申請の手引」の内容は変更になる場合もありますので、住宅政策本部のWebサイト
　　（https://www.juutakuseisaku.metro.tokyo.lg.jp/sinsei/491menkyo00.
　　htm）も併せて御覧ください。

◆主な変更内容

住宅政策本部 民間住宅部 不動産業課

受
付
時
間

月～金曜日
（祝日を除く。）

午  前  9：00 ～ 午  後  5：00
お昼も受付いたします。

午後の窓口は、大変混雑いたします。比較的空いている
午前中の申請をお勧めいたします。

書類がそろっているかもう一度
見直ししてください。

提出書類が不足している場合は受け付けできません。

◆もう一度よく書類を点検し、各書類一覧に掲載さ
　れている順に書類をそろえ、左側に二つ穴を開け、
　ひもでとじて提出してください。

■　宅地建物取引業法施行規則の改正により、令和７年４月１日以降の受付において、役員と政令で定める使用
人（専任の宅地建物取引士は除く）の「略歴書」の記載事項から住所・電話番号・生年月日が削除されます。
これに伴い、該当者は新たに「代表者等の連絡先に関する調書」を提出する必要があります。
■　宅地建物取引業法の改正により、令和６年５月25日以降は国土交通大臣への免許申請等の都道府県経由事務
が廃止されました。大臣免許業者については、直接、関東地方整備局等へ免許申請書等を提出願います。
■　令和７年１月６日から、国土交通省手続業務一貫処理システム（eMLIT）を利用して電子申請が可能になり
ました。東京都における宅地建物取引業免許申請に関する以下の手続については電子申請も受け付けておりま
すので、詳しくは住宅政策本部のWebサイトを御確認ください。
　宅地建物取引業免許申請（新規・更新、免許換え）・変更届出・宅地建物取引業者免許証書換え交付申請・宅地
建物取引業者免許証再交付申請・営業保証金供託済届出・廃業等届出


